












































































₁ 　American Libraries Association v. Pataki, ₉₆₉  F. Supp.₁₆₀  (₁₉₉₇ ).
₂ 　N.Y. PENAL § ₂₃₅.₂₁ (₃).
₃ 　N.Y. PENAL§₂₃₅.₂₀ (₆).
















































































































































₅ 　U.S. v. Lewis, ₅₅₄  F.₃d ₂₀₈  (₂₀₀₉ ).
₆ 　₁₈ U.S.C.§₂₂₅₂(a) (₂).
₇ 　Id.
₈ 　₁₈ U.S.C. § ₂₂₅₁.
₉ 　₅₅₄ F.₃d ₂₀₈, ₂₁₄. ₁₈ U.S.C. § ₂₂₅₂ (a).








































































₁₁　American Booksellers Found. v. Dean, ₃₄₂  F.₃d ₉₆  (₂₀₀₃ ).
₁₂　₁₃ VT. STAT. ANN. tit. ₁₃, § ₂₈₀₂a. 本規定は修正されていた。
₁₃　VT. STAT. ANN. tit. ₁₃, § ₂₈₀₂a.
₁₄　ACLU v. Johnson, ₁₉₄  F.₃d ₁₁₄₉  (₁₉₉₉ ).



























































₁₆　U.S. v. Lopez, ₅₁₄  U.S.₅₄₉  (₁₉₉₅ ).
₁₇　Gun-Free School Zones Act of ₁₉₉₀, ₁₈ U.S.C. § ₉₂₂ (q).
₁₈　Morrison v. U.S. ₅₂₉  U.S. ₅₉₈  (₂₀₀₀ ).
₁₉　The Violence Against Women Act of ₁₉₉₄, ₄₂ U.S.C. § ₁₃₉₈₁. 
₂₀　Gonzales v. Raich, ₅₄₅  U.S. ₁  (₂₀₀₅ ). 
₂₁　CAL. HEALTH & SAFETY CODE ANN. § ₁₁₃₆₂.₅ (West Supp. ₂₀₀₅).
₂₂　The Marihuana Tax Act, Pub. L. ₇₅-₂₃₈, ₅₀ Stat. ₅₅₁ (repealed ₁₉₇₀).
₂₃　厳格審査、重要な利益、合理性の基準、で司法審査のレベルには争いがある。
₂₄　LRA については争いがある。
₂₅　Exxon Corp. v. Governor of Maryland, ₄₃₇  U.S. ₁₁₇  (₁₉₇₈ ).




₂₉　Ashcroft v. Free Speech Coalition, ₅₃₅  U.S. ₂₃₄  (₂₀₀₂ ).
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dies and Other Tools to End the Exploitation of 


































































₃₀　The Prosecutorial Remedies and Other Tools to end the Exploitation of Children Today Act of ₂₀₀₃, ₁₁₇ Stat. 
₆₅₀.
₃₁　₁₈ U.S.C.§₂₂₅₂A (a) (₃) (B) .
₃₂　₁₈ U.S.C.§₂₂₅₆ (₂) (A).


































































₃₄　Amazon.com LLC v. Lay, ₇₅₈  F. Supp. ₂d ₁₁₅₄  (₂₀₁₀ ).
₃₅　₁₈ U.S.C. § ₂₇₁₀ (b) (₁).
₃₆　₁₈ U.S.C. § ₂₇₁₀ (c) (₁).
















































































₃₉　₁₈ U.S.C. § ₂₇₁₀ (c) (₁).
₄₀　Quill Corp. v. N.D., ₅₀₄  U.S. ₂₉₈  (₁₉₉₂ ).
₄₁　National Bellas Hess v. Department of Revenue, ₃₈₆  U.S. ₇₅₃ , overruled in part by Quill Corp. v. N.D., ₅₀₄  U.S. 













































































html?nodeId=₄₆₈₅₁₂ (last visited on ₁₀, March ₂₀₁₅).






































































₄₄　Mobile Telecommunications Sourcing Act, Pub. L. No. ₁₀₆-₂₅₂, § ₂ (a), ₁₁₄ Stat. ₆₂₆ (₂₀₀₀) (codiﬁed as 
amended at ₄ U.S.C. § ₁₁₆-₁₂₆ (₂₀₀₂)).
₄₅　Available at, https://www.congress.gov/bill/₁₁₃th-congress/senate-bill/₂₆₀₉/all-info (last visited on ₁₀, March 
₂₀₁₅).
₄₆　NY CLS TAX § ₁₁₀₁ (b) (₈) (vi).
₄₇　Overstock.com, Inc. v N.Y. State Dep＇t. of Taxation & Fin., ₂₀  N.Y.₃d ₅₈₆  (₂₀₁₃ ).




















































































































































₅₁　₃₅ ILCS ₁₀₅/₂, ₃-₄₅ (₂₀₁₀).
₅₂　₃₅ ILCS ₁₀₅/₂ (₁.₁) and ₃₅ ILCS ₁₁₀/₂ (₁.₁).
₅₃　Retailers＇ Occupation Tax Act, ILL.COMP.STAT.ANN. ₃₅ ILCS ₁₀₅/₂ (₁.₁), ₁₁₀/₂ (₁.₁).
₅₄　ILL.COMP.STAT.ANN. ₃₅ ILCS ₁₁₀/₂ (₁.₁) (₂₀₁₀).
₅₅　ILL.COMP.STAT.ANN. ₃₅ ILCS ₁₀₅/₂ (₁.₁) (₂₀₁₀); ₃₅ ILCS ₁₁₀/₂ (₁.₁) (₂₀₁₀).
₅₆　Performance Marketing Association v. Hamer, ₂₀₁₃  IL ₁₁₄₄₉₆  (₂₀₁₃ ). Karmeir 裁判官が反対意見を執筆。
₅₇　ILL.COMP.STAT.ANN. ₃₅ ILCS ₁₂₀/₁ et seq. (₂₀₁₀).








































































₅₉　₁ COLO. CODE REGS. § ₂₀₁-₁:₃₉-₂₁-₁₁₂.₃.₅ (₁) (a) (i) (₂₀₁₀).
₆₀　Direct Marketing Association v. Brohl, ₇₃₅  F.₃d ₉₀₄  (₂₀₁₃ ).
₆₁　Tax Injunction Act (TIA), ₂₈ U.S.C. § ₁₃₄₁.
₆₂　Direct Marketing Association v. Brohl, ₁₃₄  S. Ct. ₂₉₀₁  (₂₀₁₄ ).








































































₆₅　http://www.gambling-law-us.com/State-Laws/Illinois/　 (last visited on ₁₀, March ₂₀₁₅).
₆₆　Unlawful Internet Gambling Enforcement Act. ₃₁ U.S.C.§₅₃₆₁-₅₃₆₇.






































































₆₈　Rocky Mountain Farmers Union v. Goldstene, ₈₄₃  F.Supp.₂d ₁₀₇₁ , ₁₀₉₀ , ₁₀₉₃  (₂₀₁₁ ).
₆₉　Minnesota v. Clover Leaf Creamery Co., ₄₄₉  U.S. ₄₅₆ , ₄₇₁  (₁₉₈₁ ).
₇₀　Rocky Mountain Farmers Union v. Corey, ₇₃₀  F.₃d ₁₀₇₀  (₂₀₁₃ ).
₇₁　Betty Fletcher 裁判官は口頭弁論の後に逝去し、Gould 裁判官が引き継いでいる。






























































₇₅　Colorado＇s Renewable Energy Standard statute, COLO. REV.STAT. § ₄₀-₂-₁₂₄.
₇₆　Am. Tradition Inst. v. Colorado, ₈₇₆  F. Supp. ₂d ₁₂₂₂ , ₁₂₂₆  (₂₀₁₂ ).
₇₇　COLO. REV. STAT. § ₄₀-₂-₁₂₄ (₁) (c) (I).
₇₈　Massachusetts v. EPA, ₅₄₉ U.S. ₄₉₇ (₂₀₀₇). 本件では大気浄化法上の「大気汚染物質」に温室効果ガスが含まれる
かどうか、が問題となった。阿部満監修・辻　雄一郎訳「アメリカ環境法におけるカリフォルニアのリーダー
シップ（ダニエル・ファーバー）」明治学院大学法科大学院ローレビュー₈号₈₉-₉₆頁（₂₀₀₈）も参照のこと。
₇₉　American Electric Power Co. v. Connecticut, ₁₃₁  S.Ct ₂₅₂₅  (₂₀₁₁ ).
₈₀　UARG v. EPA, ₁₃₄  S. Ct. ₂₄₂₇  (₂₀₁₄ ).
₈₁　辻雄一郎「オバマケアに対する連邦最高裁の判断につき事案の報告」₂₀₁₃年 ₄ 月₁₉日。秋葉丈志「ア
メリカ法判例研究　II 医療保険改革法と合衆国における連邦政府の権限」比較法学₄₆巻 ₃ 号₃₂₈頁 












tient Protection and Affordable Care Act）と高
等教育への援助を盛り込んだ法案（₂₀₁₀年医
療および教育負担抑制調整法、HCERA: 
Health Care and Education Reconciliation Act）
の大部分の規定の合憲性を支持した。


































　オバマ大統領は PPACA に₂₀₁₀年 ₃ 月に署
名した。フロリダ州は、保険福祉部相手に本
法の宣言的および一時差止を求めて合憲性を
















₈₃　₂₆ U.S.C.§₅₀₀₀A (b) (₁).
₈₄　₂₆ U.S.C.§₅₀₀₀A (c) (₁).
₈₅　₄₂ U.S.C.§₁₃₉₆d (y) (₁).
₈₆　₄₂ U.S.C.§₁₃₉₆a (a) (₁₀) (A) (i) (VIII).
₈₇　₄₂ U.S.C.§₁₃₉₆c.
₈₈　₇₈₀ F.Supp.₂d ₁₂₅₆. 
₈₉　連邦地裁に対して、政府側は判断をさらに明確にするように求めた。₇₈₀ F. Supp. ₂d ₁₃₀₇.
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　第 ₁ に、 個 人 の 加 入 義 務 規 定（IRC 
§₅₀₀₀A）は連邦議会の州際通商条項（第 ₁
編 ₈ 条 ₃ 項）や「必要かつ適切な（第 ₁ 編 ₈
条₁₈項）」権限の行使では支持されないが、








































₉₀　₆₄₈ F.₃d ₁₂₃₅. Marcus 裁判官は一部同意、一部反対。
₉₁　National Federation of Independent Business v. Sebelius, ₁₃₂  S.Ct. ₆₀₃  (₂₀₁₁ ).
₉₂　National Federation of Independent Business v. Sebelius, ₁₃₂  S. Ct. ₂₅₆₆  (₂₀₁₂ ).
₉₃　おそらくこの第二の点が、将来にわたり、下級裁に影響をおよぼすだろう。
　　Lawrence Solum, The Legal Effects of NFIB v. Sebelius and The Constitutional Gestalt, Washington University 









Part I, II, III-C にギンズバーグ、ブレイヤー、
ソトマイヨール、ケーガン各裁判官が同調し
て法廷意見を構成したことになる₉₄。
























































₉₅　 ₄ 名の裁判官が反対意見で PPACA を違憲と判断しているので、Part IV についてロバーツの意見が下
級裁を拘束することになる。
₉₆　₂₆ U.S.C.§₇₄₂₁ (a).
₉₇　₁₃₂  U.S. ₂₅₆₆ , ₂₅₈₆ . 規制が生じする場合は activity が存在する場合であり、activity は存在しない。（ロ
バーツ）“to compel individuals not engaged in commerce to purchase an unwanted product.＂ 
₉₈　U.S. v. Lopez, ₅₁₄  U.S. ₅₄₉ , ₅₆₀  (₁₉₉₅ ).





























































　　₁₃₂  S.Ct. ₂₅₆₆ , ₂₅₉₉-₂₆₀₀ .







₁₀₂　Gonzales v. Raich, ₅₄₅  U.S. ₁ , ₁₇  (₂₀₀₅ ).




































































₁₀₄　Hooper v. California, ₁₅₅  U.S. ₆₄₈ , ₆₅₇  (₁₈₉₅ ). Crowell v. Benson, ₂₈₅  U.S. ₂₂  (₁₉₃₂ ). 制定法の文言のフェ
アな解釈が可能かどうか。
₁₀₅　U.S. v. Constantine, ₂₉₆  U.S. ₂₈₇ , ₂₉₄  (₁₉₂₁ ).
₁₀₆　Child Labor Tax Case (Bailey v. Drexel Furniture Co.), ₂₅₉  U.S. ₂₀  (₁₉₂₂ ).
₁₀₇　たしかに本規定は、加入を促すという性質を有しているが、重要ではない。人々の行動に影響をお
よぼすよう設定された租税は一般的であり、タバコ、マリファナや銃の販売がその例に挙げられる。
₁₀₈　この ₂ 点が重大であるが、制裁か租税かどうかの明確な境界を当法廷は引くつもりはない。New 









































































₁₀₉　Pennhurst State School and Hospital v. Halderman, ₄₅₁  U.S. ₁ , ₁₇  (₁₉₈₁ ). 











































































































































₁₁₄　ギンズバーグ裁判官は、Hodel v. Indiana, ₄₅₂  U.S. ₃₁₄  (₁₉₈₁ ). を引用する。
₁₁₅　Theodore Ruger, Plural Constitutionalism and the Pathologies of American Health Care, ₁₂₀ Yale L.J. Online 
₃₄₇, ₃₆₃-₃₆₄ (₂₀₁₁). 少なくともメディケアについて、個人の自律を強調する古い憲法構造が老朽化し
た。この点ではギンズバーグ裁判官と親和する。
₁₁₆　ERIKA K. LUNDER & JENNIFER STAMAN, CONG. RESEARCH SERV., R₄₂₆₉₈, NFIB V. SEBELIUS: 
CONSTITUTIONALITY OF THE INDIVIDUAL MANDATE (₂₀₁₂), available at http://fas.org/sgp/crs/misc/
R₄₂₆₉₈.pdf.
₁₁₇　Hammer v. Dagenhart, ₂₄₇  U.S. ₂₅₁  (₁₉₁₈ ). 児童の労働について全国統一の年齢基準を設けることは違
憲無効である。輸送される物品にのみ州際通商条項が及ぶ。
₁₁₈　Comments, National Federation of Independent Business v. Sebelius: The Patient Protection and Affordable 




































































₁₁₉　King v. Burwell, ₇₅₉  F.₃d ₃₅₈  (₂₀₁₄ ).₁₃₅  S. Ct. ₄₇₅  (₂₀₁₄ ).








care-act > (last visited on ₁₀, March ₂₀₁₅). 
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の控訴巡回裁判所の判断はそれぞれが相互に
影響しあう場合がある。それぞれの控訴巡回
裁判所は、同じ論点について他の裁判所の判
断を参考にするためである。
　州際通商の判断にあたり、原告適格以外
に、課税権やデュープロセス条項が問題にな
る場合もある。
　州議会は、アマゾン社を標的とする州法で
制定して、アマゾン社に納税させようとす
る。アマゾン社に対する課税は通称「アマゾ
ン税」と呼ばれる。ニューヨーク州ではアマ
ゾン税の試みは支持された。
　ノースダコタ判決によれば、デュープロセ
ス条項と州際通商条項は厳密には切り分けら
れず、重なり合う。両方の要件を満たさなけ
ればならない。州際通商条項は、州の課税に
あたり、物理的拠点の存在を必要とする。ア
マゾン社は大規模な物流拠点の存在する州で
セールスタックスが適用されると主張する。
複数の州にまたがる企業は、それぞれの州の
課税徴収の手間を免れたいという動因が働
く。あるいは全国統一基準の連邦法の制定を
要請する場合がある。
　アマゾン社はアフィリエイトを用いて、ア
マゾン税を負担する手間を逃れようと試み
た。州税の安定的な確保に努めたいという州
議会の願いと裏腹に、複数の州で展開する企
業は、州の独自の取り組みに伴う負担に嫌気
がさして、州内の企業や州民との関係を断ち
切る恐れもある。
　イリノイ州最高裁は、アフィリエイト規制
州法を連邦法優先の法理で否定した。連邦法
優先の法理は最高法規性に由来し、連邦法に
矛盾する州法は否定される。
　コロラド州の試みは、連邦最高裁が₂₀₁₅年
₃ 月に判断し、裁判管轄についての判断につ
いて差戻した。州税のように州議会の独自の
取り組みに対して連邦裁判所が判断する場
合、連邦主義の点から州独自の取り組みに深
入りしないという姿勢が認められる。州議会
の判断を連邦裁判所は尊重する場合、裁判管
轄の不存在という判断という手法で現れる場
合もある。
　州の課税徴収権は、州の固有の権利である
が、他州との関係で連邦法や州際通商条項と
の抵触が問題となる。
　第 ₃ に、気候変動に対するカリフォルニア
州の独自の規制について検討した。
　全国レベルの気候変動に取り組む連邦法が
存在しない場合、州の独自の試みが補充的に
働き、連邦法のお手本になる場合がある。カ
リフォルニア州のように、連邦法である大気
浄化法が正面から州の独自の規制を認めてい
る場合もある。他州は連邦基準あるいはカリ
フォルニア州基準かを選択できる。各州は、
「強制」にわたらない程度で、州の規制を実
効化するように奨励、動機付ける方策を模索
する。各州独自の電力や燃料規制が休眠州際
通商条項に違反するという申立を審理した訴
訟を検討した。連邦議会の意思決定が停滞し
ている場合に、州の独自の取り組みが連邦議
会に刺激を与える場合もある。連邦最高裁
は、それぞれの州に対して温暖化に伴う損害
を争う原告適格を認めていた。
　第 ₄ に、オバマケアについて検討した。
　オバマケアのように連邦議会は、規制の実
効化を図るために州に対する経済的助成に特
定の条件を設定する場合がある。「制裁」そ
れとも不特定多数に対する一般的抽象的な負
担かについて、争いがあった。少なくとも州
際通商条項と社会保障給付との関係について
は今年の最高裁の動きを慎重に見守る必要が
ある。
（人文社会系准教授）
